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9/12 県単道路改良に伴う設計業務委託（望月町天神 1,410 1,250 88.65% 160 9 タイヨーエンジニア
9/12 国補緊急地方道路整備事業に伴う土質調査業務委託浅科村浅科２ 760 700 92.11% 60 8 綜合地質
9/12 国補特定緊急砂防事業に伴う調査業務委託佐久市常和 3,030 2,700 89.11% 330 9 大日本コンサル
10/3 県単道路改良に伴う設計業務委託（望月町百沢 2,530 2,400 94.86% 130 11 新日本航業
10/3 国補火山砂防事業に伴う業務委託（小諸市板沢他（管内一円） 358 347 96.93% 11 14 コモロ測量
10/17 県単緊急地方道路整備（災害防除）浅科村桑山～小諸市山浦 4,440 4,200 94.59% 240 8 新日本航業
10/17 県単道路台帳整備業務委託（122万佐久市岩村田～佐太夫町 1,220 1,200 98.36% 20 10 モテキ
10/17 県単道路台帳整備業務委託（160万佐久市一本柳～平原 1,600 1,500 93.75% 100 10 総和コンサル
10/17 県単道路台帳整備業務委託（52万）小諸市三岡～四ツ谷他 520 450 86.54% 70 4 ユーアール
10/17 県単道路台帳整備業務委託（74万）佐久市平賀他 740 500 67.57% 240 11 佐久技研
10/17 県単道路台帳整備業務委託（89万）佐久市佐太夫町～跡部 890 800 89.89% 90 11 池田測量
10/17 県単道路台帳整備業務委託（97万）佐久市ＴＤＫ～一本柳 970 800 82.47% 170 10 浅間エンジニア
10/24 県単高速道関連道路改良工事に伴う佐久市平塚 1,980 1,850 93.43% 130 11 タイヨーエンジニア

第一測量設計コンサル 10/31 県単道路改良事業に伴う設計業務委託北御牧村下之城その３ 1,190 1,120 94.12% 70 6 新日本航業
タントが指名されない際 11/7 県単湯川ダム管理事業に伴う調査業務委託御代田町湯川ダムその３ 2,650 2,520 95.09% 130 9 佐久技研

11/7 県単道路防災工事に伴う用地測量業務委託望月町湯沢その２ 530 480 90.57% 50 10 軽井沢中央
11/7 国補緊急地方道路整備道路改良事業浅科村浅科３ 7,490 7,100 94.79% 390 8 新日本航業
11/7 国補道路改良に伴う測量業務委託（佐久市～小諸市長土呂バイパス 381 350 91.86% 31 4 日測設計
11/14 県単緊急地方道路整備（街路）工事佐久市野沢本町その１ 520 460 88.46% 60 12 日研コンサル
11/14 県単交通安全対策（一種）工事に伴佐久市平賀その２ 1,850 1,680 90.81% 170 11 タイヨーエンジニア
11/14 県単道路橋梁維持（災害関連）工事小諸市大久保 500 450 90.00% 50 6 日特建設
11/14 県単道路橋梁維持（災害関連）工事軽井沢町和美峠その２ 3,850 3,500 90.91% 350 8 ダイヤコンサル
11/14 県単舗装修繕工事に伴う路面性状調査業務委託管内一円 6,770 6,400 94.53% 370 6 ニチレキ
11/14 国補広域一般河川改修事業に伴う橋梁詳細設計委託軽井沢町中軽井沢（前沢橋） 17,060 15,900 93.20% 1,160 10 アンド－
11/14 国補地すべり対策事業に伴う業務委託小諸市富士見平その２ 870 800 91.95% 70 5 協同測量社
11/14 国補地すべり対策事業に伴う調査業務委託小諸市富士見平その３ 640 570 89.06% 70 7 日さく
11/21 県単河川改修に伴う用地測量業務委託佐久市五本木その１ 490 350 71.43% 140 11 佐久測量社

平均落札率 11/28 県単河川改修工事に伴う用地測量等業務委託小諸市和田 860 800 93.02% 60 4 コモロ測量
90.29% 11/28 県単道路改良工事に伴う用地測量委託立科町宇山 1,030 930 90.29% 100 9 新日本航業

コメント
第一測量設計コンサルタントは9月から11月には指名されていない。
予定金額に対する落札率は2件を除いてすべて80％代以上の落札率となっている。
予定金額と落札金額の差額が数万円から数十万円の間に、他の入札業者の金額が僅差で集中して入っており、談合して落札金額、落札業者を決めていると疑われる。
中には差額1万1千円の中に14社が集中している例もあり、非常に作為的といわざるを得ない。


